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（１）サービス水準の向上

①サービススタンダードの達成状況 100％維持
②現金給付等の申請に係る郵送化率 96.9%以上

基盤的保険者機能

KPI

ⅰ) 現金給付において、申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダード：10日間）を遵守する
等、 速やかな支払を行う

ⅱ) 自治体や医療機関への申請書類の備付け等により郵送化を促進し、加入者や事業主の利便性の向上およ
び負担の軽減を図る
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指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

①サービススタンダード 100％ 100％（9月末） 100％

②郵送化率 96.9%以上 98.1％（9月末） 96.8％

・サービススタンダード100％達成等、現金給付の速やかな支払いを実施。
・新型コロナウイルス感染防止の観点から健康保険事務の基礎講座、実践講座や

社会保険協会のセミナー等が開催できなかったため、健康保険委員宛に資料を
送付し、健康保険制度の周知、及び郵送化の促進を図った。

令和２年度上期の実施状況



基盤的保険者機能

KPI

3

・サービススタンダード100％の維持。
・引き続き、新型コロナウイルス感染防止の観点から対面での研修を中止。

令和２年度下期の取り組み



（２）業務改革の推進に向けた取組み

KPI設定なし

・自分たちの日常業務に存在するムダ・ムラ・ムリなどの問題・課題を探し、解
決のためのテーマを選び、自主的に小集団（チーム）の中で知恵を出し合い、
解決に導く活動を平成30年度から実施し、今年度も引き続き実施した。

・小集団（チーム）は、6名程度を編成し1クール3か月の期間でテーマを選定、
対策、効果検証までの活動を行った。

・小集団での業務改善活動の活動内容を報告会で発表し、3つの活動取り組みの
表彰を行い、活動結果の共有化、業務の効率化、お客様サービスの向上を図っ
た。

基盤的保険者機能

KPI

令和２年度上期の実施状況

小集団での業務改善活動の実施により業務の効率化を推進する
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（３）現金給付の適正化の推進

基盤的保険者機能

ⅰ) 不正の疑われる申請について重点的に審査を行う
ⅱ) 不正の疑いのある事案について、保険給付適正化プロジェクト会議等による協議を経て、事業主への

立入検査等を実施する
ⅲ) 傷病手当金と障害年金等の併給調整を確実に実施する

5

KPI設定なし

・保険給付適正化プロジェクト会議の開催。（8月）
・傷病手当金の支給における障害年金、老齢年金との併給調整を確実に実施。

KPI

令和２年度上期の実施状況

・不正疑い事案について、保険給付適正化プロジェクト会議の開催、立入検査の
実施。

・傷病手当金の支給における障害年金、老齢年金との併給調整を確実に実施。

令和２年度下期の取り組み



（４）効果的なレセプト点検の推進

社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率について0.275％以上

基盤的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

レセプト点検査定率 0.275％以上 0.253％（7月末） 0.265%（R1.7）

ⅰ）[強]システム点検の効果的な活用や点検員のスキルアップを目指した、レセプト内容点検効果向上計
画に基づき効果的なレセプト点検を推進する

ⅱ）無資格や業務上等、給付適用外の請求への対応および第三者行為に係る求償事務を適切に実施し、保
険給付の適正化を推進する

6

（※）査定率＝レセプト点検により査定（減額）した額÷協会けんぽの医療費総額

・新型コロナウイルス感染症対策により、愛知支部のレセプト内容点検業務が4月
20日から5月末日まで休業。6月から業務を再開するも、再び感染状況を踏まえ
た対応により、8月14日から点検員の出勤を半減し隔日出勤となった。
（在宅勤務時はスキルアップのための自主学習）
したがって、上期においてはレセプト内容点検行動計画を見直し、限られた人
員での効率的な点検を実施した。

令和２年度上期の実施状況



基盤的保険者機能

KPI
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・引き続き、レセプト内容点検行動計画に基づき、点検員のスキルアップを目指
したレセプト点検を推進していく。

（コロナ対策による点検員の隔日出勤は継続中）
・引き続き、点検事務手順書に基づく事務処理及び進捗確認の手引きに基づく進

捗管理を徹底し、保険給付の適正化を推進していく。

令和２年度下期の取り組み



（５）柔道整復施術療養費等の照会業務の強化

柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施
術の申請の割合について0.519％以下

基盤的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

柔道整復施術療養費申請割合 0.519％以下 0.527％（9月末） 0.560％

多部位（施術箇所が3部位以上）かつ頻回（施術日数が月15日以上）等の申請について、患者や施術者への
文書照会を積極的に行うとともに、柔整審査会において重点的に審査を実施する等、適正受診の啓発を強化
する
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・多部位や頻回に施術を受けている患者および重点的に審査が必要な施術所の患
者等に対し、7,602件の患者照会を実施。

・不正（疑義）案件について、面接確認委員会を実施し厚生局へ情報提供。
（1件）また、施術所向け広報誌を作成・送付し、不正請求の抑止に努めた。

令和２年度上期の実施状況



基盤的保険者機能

KPI
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・患者照会の実施。
・不正疑い事案について、厚生局への情報提供。

令和２年度下期の取り組み



（６）あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進

KPI設定なし

基盤的保険者機能

KPI

受領委任制度導入により、文書化された医師の再同意の確認を確実に実施するとともに、厚生局へ
情報提供を行った不正疑い事案については、逐次対応状況を確認し適正化を図る
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・疾病や適応症、医科併給、往療料等について同意医師等へ医師照会を実施。
（56件）
・はり・きゅうにおいて、頻回な施術を行っている施術所の患者を対象に、患者

照会を実施。（112名）

令和２年度上期の実施状況

・医師照会、患者照会の実施。
・不正疑い事案について、厚生局への情報提供。

令和２年度下期の取り組み



（７）返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業務の推進

・資格喪失後1か月以内の保険証回収率95.0%以上
・返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率を44.77%以上
・医療給付総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を0.104%以下

基盤的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

①保険証回収率 95.0%以上 95.20%（8月末） 94.55%

②返納金債権 44.77%以上 23.07%（8月末） 30.44%

③医療給付総額 0.104%以下 0.079%（8月末） 0.119%

ⅰ) 保険証未回収者への早期返納催告や事業主等への保険証回収の周知徹底、および保険証回収不能届を
活用した電話催告等により、債権の発生を未然に防ぐ

ⅱ) 納付期限および納付約束期日の管理を徹底し、債権回収を確実に行うとともに、保険者間調整および
法的手段を積極的に活用し、返納金債権の回収率の向上を図る

ⅲ)［強］外国人加入者に対して8か国語でのチラシを用いて資格喪失時の保険証返却の必要性を 周知する

11



基盤的保険者機能

KPI
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令和２年度下期の取り組み

・上期に引き続き、保険証未回収者に対して、2週間以内に返納催告を徹底する
とともに速やかな電話催告を実施する。

・上期に引き続き、保険者間調整および法的手続きを積極的に活用し、返納金債
権の回収率の向上を図る。

・外国人が多い事業所に対して、8か国語の保険証回収チラシを活用した広報を
実施する。また、他団体と連携し外国人加入者に対して保険証の適正使用を周
知する。

令和２年度下期の取り組み

・保険証未回収者に対し、2週間以内の返納催告を徹底するとともに、速やかな
電話催告を実施。

・保険者間調整および法的手続きを積極的に活用し、返納金債権の回収率の向
上を図った。

・外国人が多い事業所に対し、8か国語の保険証回収チラシを活用した広報を実
施した。また、国際交流協会および愛知県内の年金事務所にチラシの設置を
依頼し活用を図った。

令和２年度上期の実施状況



（８）限度額適用認定証の利用促進

高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合：85.0%以上

基盤的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

限度額適用認定証使用割合 85.0％以上 68.94%（8月末） 69.23%

事業主や健康保険委員等に対して広報誌やチラシ、研修会等を活用して繰り返し広報を行うとともに、
医療機関への訪問や市町村との連携等を通じて、加入者へ限度額適用認定証の利用を案内する
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・新型コロナウイルス感染防止の観点から医療機関説明会を中止せざるを得ず。
また、市町村に対しても協力依頼の訪問ができなかった。

・以前に協力いただく回答を得て、その後依頼のない87医療機関に対して再度、
協力依頼を要請した。

令和２年度上期の実施状況

・広報誌やメールマガジン等を活用し広報活動を行っていく。
・市町村や医療機関に協力依頼を要請し連携して加入者に対して限度額適用認定

証の利用促進を促す。

令和２年度下期の取り組み



（９）被扶養者資格の再確認の徹底

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率：92.0％以上

基盤的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

被扶養者状況確認書提出率 92.0%以上 － －
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ⅰ）［新］被扶養者の国内居住要件等に対応した被扶養者資格再確認業務を確実に実施する
ⅱ）被扶養者資格の確認対象事業所からの回答率を高めるため、未提出事業所への勧奨による回答率の

向上、未送達事業所の調査による送達の徹底を行う

令和２年度上期の実施状況

・下期の実施事業のため特になし



基盤的保険者機能

KPI
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・被保険者と別居している被扶養者および海外に在住している被扶養者に対して
収入証明等により適切に確認を行う。

・未提出事業所に対し、文書による提出勧奨をするとともに、電話による提出勧
奨を行う。

・未送達事業所に対し、年金事務所と連携のうえ、送付先の住所を確認する。確
認が取れない場合は、事業主や加入者より連絡先を調査のうえ、送達の徹底を
図る。

令和２年度下期の取り組み



（１）ビッグデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データの提供

KPI設定なし

（ヘルスアップ通信簿）
・事業主の健康経営意識の向上を後押しするため、従業員の健康度を見える化し

た「ヘルスアップ通信簿」を、一定条件のもと4月に4,723社へ送付した。
・4,723社のうち、約8割が健康宣言未実施事業所であったため、ヘルスアップ通

信簿送付時に健康宣言のチラシを同封し、健康宣言の勧奨を行った。
（自治体カルテ）
・自治体との協定締結に基づいた協働事業の実施にあたり、自治体ごとの健康課

題を見える化した「自治体カルテ」を活用。また、自治体ごとのジェネリック
医薬品使用割合を新たに掲載した。

戦略的保険者機能

KPI

令和２年度の上期の実施状況

ⅰ）従業員の健康度を見える化した「ヘルスアップ通信簿」の発行を通して、事業主の健康経営意識の
向上を後押しする

ⅱ）健康課題を見える化した「自治体カルテ」等を自治体へ提供し、自治体が行う地域住民への健康増
進事業をサポートする

16



・事業所ごとの健診結果データ、医療費データ等を見える化した、ヘルスアップ

通信簿の内容を見直し、より自社の課題等がわかりやすく確認できる通信簿を

作成予定。

・協定先の自治体住民の健康増進の一助となるよう、新たに掲載項目の見直しを

図り、内容を刷新した自治体カルテを作成予定。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施

生活習慣病予防健診受診率：48.8%以上（40歳以上）

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

生活習慣病予防健診受診率 48.8%以上 13.85％（8月末） 20.42％

Ⅰ）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上
①生活習慣病予防健診（被保険者）
ⅰ）健診機関の拡大を図るとともに、集団健診の増設を含めて健診受診機会の拡大を図る
ⅱ）新規適用事業所等に対する受診勧奨を実施する
ⅲ）[強]健診機関や外部委託業者を活用した受診勧奨を実施する
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・4月10日～5月31日まで国の緊急事態宣言に基づき、健康診断の実施を中止。
・新規適用事業所へ健診受診案内を送付後、速やかに外部委託業者を活用して

電話勧奨を行った。
・令和元年度の生活習慣病予防健診受診率が60％以下の事業所39,149社に健診

受診案内を送付した。併せて、外部委託業者を活用し、上記の事業所の中から
12,000社を対象に電話勧奨を行った。

令和２年度の上期の実施状況

戦略的保険者機能



・新規適用事業所に対する健診受診案内の送付を継続予定。併せて電話勧奨も継
続予定。

・今年度の生活習慣病予防健診が未受診の加入者を対象に自宅へ直接受診勧奨
文書を送付予定。（11月下旬）

・生活習慣病予防健診実施機関の契約機関を拡大予定。（9月末時点で160機関）

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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約60,000人減少 (対前年度比）



（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施

事業者健診データ取得率：9.1％以上

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

事業者健診データ取得率 9.1%以上 1.15％（8月末） 2.49%

Ⅰ）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上
②事業者健診データ取得率（被保険者）

ⅰ）健診機関や外部委託業者等の活用、および関係団体や業界団体と連携した同意書の取得を行う
ⅱ）［強］外部委託業者を活用し、同意書を取得した事業者健診結果データの取り込みを実施する
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・外部委託業者を通じて対象事業所及び健診機関へデータ提出勧奨を行った。
新型コロナウイルスの影響により、1か月遅れの令和2年7月から外部委託を開
始。

・昨年データ提供がなく、対象者数が多い健診機関に絞った電話勧奨を行い、
データ提出を促した。

・県外を含む健診機関へ健診結果データ提出契約を積極的に進めた。契約健診機
関は165件から177件へ増加。

令和２年度の上期の実施状況



・外部委託業者を通じて対象事業所及び健診機関へデータ提出勧奨を実施予定。
・未契約健診機関に対し健診結果データ提出契約を積極的に進める。
・令和2年度上期取得分の同意書提出事業所（約1,000社）に対し、速やかな勧奨

を実施予定。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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事業者健診データ取得件数（月別）

R1年度 R2年度

令和元年度取得件数（8月末まで）

・・・合計23,226人

令和２年度取得件数（8月末まで）

・・・合計10,814人

約12,000人減少（対前年度比）



特定健診受診率：31.6％以上

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

特定健診受診率 31.6%以上 5.51％（8月末） 10.26％

Ⅰ）特定健診受診率・事業者健診データ取得率の向上
③特定健診受診率（被扶養者）

ⅰ）[強]受診環境向上のため、女性の趣向を考慮した会場での集団健診や、商業施設等での集団健診
の機会を増やす

ⅱ）協定自治体と連携した特定健診の未受診者勧奨や合同での集団健診を実施する
ⅲ）過去に健診受診歴がある被扶養者にターゲットを絞った受診勧奨を行う
ⅳ）被扶養者あてに事業主名で健診案内を送付する「ご家族にも健診プロジェクト」を実施する

22

・4月10日～5月31日まで国の緊急事態宣言に基づき、協定自治体との合同健診を
含めたすべての健康診断の実施を中止。

・緊急事態宣言解除後、女性の趣向を考慮した会場を中心に集団健診を21日間実
施した。

・新規加入の被扶養者へ資格取得後、速やかに受診券を送付することで受診機会
を拡大した。

・今年度の特定健診未受診者へ受診勧奨を実施。（県内：21万件 県外：5万件）

令和２年度の上期の実施状況

（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施



・新規加入の被扶養者に対する健診受診案内の送付を継続予定。
・ショッピングモールやホテルでの集団健診の開催（34市を対象）、自治体と合

同の集団健診の開催（3市を対象）を予定。
・過去5年間に受診歴がある特定健診未受診者に対し、個別カルテを同封した受

診勧奨文書を送付予定。（11月下旬頃 25,000件）

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み

23

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

4月 5月 6月 7月 8月

人
特定健診受診者数（月別）

R1年度 R2年度

令和元年度受診者数(9月請求分まで)

・・・合計28,499人

令和2年度受診者数(9月請求分まで)

・・・合計14,985人

約13,000人減少(対前年度比）



特定保健指導実施率：16.9％

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

特定保健指導実施率 16.9%以上 4.6%（8月末） 6.2%

Ⅱ）特定保健指導の実施率の向上

ⅰ）[強]健診機関での初回面談の分割実施や、集団健診と特定保健指導の同時実施等、健診当日の特定
保健指導を推進する

ⅱ）3か月評価を活用した特定保健指導を推進し、面談中断者の減少を図る
ⅲ）外部委託業者を活用した特定保健指導（平日、夜間休日、県外在住者）の拡充を図る
ⅳ）特定保健指導を受けやすい環境を提供するため、商業施設等での特定保健指導を実施する
ⅴ）体験型集団指導による特定保健指導を実施する
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（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施



戦略的保険者機能

25

・新型コロナウイルスによる直接面談制限のため、電話・文書等への継続支援を
勧め、実績評価を促した。（8月末時点 実績評価 6,381件）

・保健指導専門機関のICT面談を勧め初回面談の確保につなげた。
（8月末時点 初回面談 4,844件（内ICT 102件））
・事業所アセスメントを行い、保健師等による手紙支援・アンケート送付。返信

のあった事業所への電話勧奨・希望者への文書指導を実施し、6月からの効率
的な保健指導訪問に結びつけた。（手紙支援502件のうち、返信268件）

・宿泊型保健指導は、新型コロナウイルスの影響により中止。一日健康づくりは
8月に、6名実施。

令和２年度の上期の実施状況



・健診機関への勧奨として、昨年度新規契約機関・実施率10%未満への監査を含
む訪問等を行い、実施機関に添った保健指導実施方法の情報提供を行っていく。
また、ICT実施予定機関には、契約変更を勧め、次年度の契約機関の増加につ
なげる。

・保健指導専門機関には、ICT・県外および時間外希望事業所へのスムーズな対
応を勧め、自社分希望事業所には、契約・実施に向けての支援を行う。

・協会けんぽにおいては、実施率の低い事業所をアセスメントし、アンケート・
訪問勧奨を保健師・管理栄養士で実施していく。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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興味を引く案内勧奨
件



受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者の割合：12.9％

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

医療機関受診者割合 12.9%以上 10.9％（9月末） 10.2％

Ⅲ）重症化予防対策の推進

ⅰ）未治療者のうち、より重症域と判定される者への受診勧奨（二次勧奨）実施見込者数 5,160人
ⅱ）糖尿病性腎症に係る重症化予防事業
ⅲ）ウイルス性肝炎重症化予防事業

27

（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施



戦略的保険者機能

28

・未治療者受診勧奨を専門業者へ委託するが、新型コロナウイルスの影響により
本部から中止指示。調達時期に遅延が生じた結果、9月に事業を開始し、613件
の勧奨を実施。
年間実施予定4,000件であったが、健診実施数の減少に伴い、勧奨数は減少す
る見込み。

・糖尿病性腎症重症化予防を専門業者へ委託するが、新型コロナウイルスの影響
により本部から中止指示。調達時期に遅延が生じた結果、10月に事業開始。
年間実施予定1,000件であったが、健診実施数の減少に伴い、勧奨数は減少す
る見込み。

・肝炎検査陽性者であって未治療者に対し、受診勧奨を48件実施。協力要請の
あった名古屋大学と継続して連携中。

令和２年度の上期の実施状況



・未治療者受診勧奨について、引き続き専門業者へ委託し実施。
・糖尿病性腎症重症化予防について、引き続き専門業者へ委託し実施。
・肝炎検査陽性者における未治療者に対し、受診勧奨を継続実施。

新型コロナウイルスによる受診控えにより、KPIの到達は非常に厳しくなると
想定。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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10月以降受診控えによる影響が生じると想定



KPI設定なし 支部独自目標：健康宣言事業所数 4,300社

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

健康宣言事業所数 4,300社 4,219社（9月末） 3,510社

Ⅳ）コラボヘルスの推進

ⅰ）関係団体、業界団体、生命保険会社等と連携し、健康宣言事業の周知により健康宣言事業所
および健康経営優良法人認定事業所のさらなる拡大を図る

ⅱ）[強]取組項目の好事例の紹介や、関係団体や自治体と協働した表彰等により、加入事業所の
健康経営の取組をフォローアップする
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（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施



戦略的保険者機能

31

・令和元年度健康宣言優良事業所を表彰（6月）。例年、表彰式を行っている
が、新型コロナウィルス感染防止の観点から、表彰事業所のうち金賞の5社に
は、事業所を訪問のうえ賞状等を贈呈し、銀賞26社には、郵送にて賞状等の贈
呈を行った。

・協定先の生保・損保会社にて獲得した健康宣言の件数を報告し連携を深めた。
また新規協力事業者を募集し、3社と協定を締結した。

・協定先の生保・損保会社と共催し、8・9月にオンラインで健康経営セミナーを
実施。

・健康経営優良法人制度の2021年度認定要綱の発表に合わせて、他社の健康経営
の取組を紹介する健康宣言好事例集Vol.4を、10月初旬、健康宣言事業所に発
送した。（4,200社）

令和２年度の上期の実施状況



・愛知県と連携し、健康宣言優良事業所共同表彰の実施に向け、調整を行う。
・Wチャレンジ自治体である津島市・名古屋市・大府市と、共同表彰を実施。
・健康経営優良法人の申請の認定に向け、申請書記入の支援を電話等にて実施す

る。
・協定先の損保・保険会社と連携し、オンラインセミナー等にて健康経営の啓発

を行う。
・健康宣言未提出事業所に対し、健康宣言と健康保険委員の勧奨文書を発送予

定。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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KPI設定なし

戦略的保険者機能

KPI

Ⅴ）保健師の専門性を活かした加入者の健康増進

ⅰ）育成プログラムを活用して保健師の育成を図り、専門知識を活かした加入事業所に対する健康支援
や地域への意見発信を行う
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育成プログラムに基づき、加入事業所をアセスメントし、その結果に添った手紙
を作成。アンケートをもとに特定保健指導実施に結びつけた。

令和２年度の上期の実施状況

・実施率の低い事業所へアンケートを実施・回収を行い、状況に応じて事業所訪
問による特定保健指導勧奨、育成プログラムに基づいて初回面談のOJTを実施
予定。

・個別支援方法について、アセスメントを共有した事例検討を支部内研修会で実
施していく。

令和２年度の下期の取り組み

（２）データ分析に基づいた第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施



（３）広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進

①広報活動における加入者の理解率の平均について 40.8% 以上
②健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数割合： 46.0% 以上

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

①加入者理解率 40.8％以上 ※ 令和元年度実績40.8％

②健保委員委嘱割合 46.0％以上 42.5％ 44.8％

ⅰ）加入者の理解度が低い分野について、加入者の種別に応じた効果的な広報手段を用いて広報する
ⅱ）関係団体や自治体との協力および生命保険会社等との連携等により、多方面から加入者への理解促進

に努める
ⅲ）健康保険委員に対して研修会の実施や委員向け広報誌の毎月配信等により情報提供を行うとともに、

従業員への周知などの活動をサポートする
ⅳ）大規模事業所や新規適用事業所、健康宣言事業所を中心に健康保険委員を勧奨し、委嘱事業所の割合

を増やす
ⅴ）若年層向けに健康保険制度の周知や健診受診の啓発教育を実施する
ⅵ）外国人加入者向けの健康保険制度案内を活用し、健康保険制度の適正な利用についての理解を図る

34

※加入者理解率は、本部より11月ごろ提示予定。



戦略的保険者機能

35

・愛知県が定める健診強化月間（6月）において、小学5年生が作成した最優秀賞
受賞ポスターを商業施設（ヨシヅヤ・ドラッグスギヤマ・ヤマナカ・ドミー・
イオン）や12保健所、54市町村に掲載した。

・健康保険委員の委嘱事業所の割合を増やすため、新規適用事業所及び大規模事
業所に対し、健康保険委員勧奨チラシを送付した。また健康保険委員向け等の
各種研修は新型コロナウイルスの影響により中止したが、研修資料をＨＰに掲
載した。

・毎月10日頃にメルマガ配信しているけんぽ委員だよりを7月に事業所へ郵送し
た。その際に5か国語（英語、スペイン語、タガログ語、ポルトガル語、中国
語）の外国人加入者向けの健康保険制度の案内リーフレットを同封した。

令和２年度の上期の実施状況



戦略的保険者機能

36

・保護者に健診の重要性を認識してもらうため、名古屋市全区（16区）の小学5
年生を対象に、健診ポスターコンクールを実施予定。（昨年の7区から拡大）

・健康保険委員向けの広報として、けんぽ委員だより（毎月10日頃HP掲載）を
引き続き発行し、情報提供を行い、従業員への周知活動をサポートする。

・上期に引き続き、委嘱事業所の割合を増やすため、新規適用事業所等に対し、
健康保険委員勧奨チラシを送付する。

・外国人加入者向けの健康保険制度の案内リーフレットを新たに2か国語（イン
ドネシア語、ベトナム語）作成し、外国人加入者に向けて健康保険制度への理
解を図る。

令和２年度の下期の取り組み

＜健診ポスターコンクール最優秀賞＞ ＜けんぽ委員だより＞ ＜けんぽ委員勧奨チラシ＞ ＜外国人向け健康保険制度案内リーフレット＞



（４）ジェネリック医薬品の使用促進

ジェネリック医薬品使用割合： 79.1%以上

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

ジェネリック医薬品使用割合 79.1％以上 77.3%（5月末） 75.4%

ⅰ) 「ジェネリックカルテ」などの分析結果を活用した広報や意見発信を行う
ⅱ）自治体や関係団体、後発医薬品適正使用協議会との協働により、使用割合向上の阻害要因となって

いる項目への対策を実施する
ⅲ） [強]医療機関（医科・歯科）および調剤薬局ごとにジェネリック医薬品の使用状況を見える化して

お知らせするとともに、参考となる取組みを紹介することにより使用を促進する
ⅳ）新発売のジェネリック医薬品の使用対象者に、新しいジェネリック医薬品を含めたお知らせレター

を送付する等、加入者の状況に合わせた啓発を行う
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戦略的保険者機能

38

・東海北陸厚生局及び保険者協議会との連名で、医療機関・薬局宛にジェネリッ
ク医薬品使用促進の文書を送付。（6月 11,996件）

・保険者協議会として、医療機関宛に協会けんぽ作成のジェネリック医薬品の使
用割合を見える化したジェネリックカルテを送付。（7月 4,152件）

・薬局宛にジェネリックカルテを送付。（9月 3,198件）
・医療機関・薬局への訪問は新型コロナウイルスの影響により見合わせ。
・薬剤師会が発行する会報誌に、ジェネリック医薬品使用促進のリーフレットを

同封。（9月 5,316件）
・健保連のイントラネット上に、ジェネリック医薬品使用促進チラシを掲載。
（8月掲載）
・事業所に送付する納入告知書チラシに、ジェネリック医薬品に関する記事を掲

載。
・毎月メルマガでジェネリック医薬品の情報発信を行った。

令和２年度の上期の実施状況



戦略的保険者機能
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ジェネリック医薬品 使用割合

全国平均 愛知支部

＜協会けんぽからのお知らせ5月号＞ ＜協会けんぽからのお知らせ8月号＞



・医療機関・薬局宛に、ジェネリック医薬品の使用割合を見える化したジェネ
リックカルテを、協定先の自治体と連携し送付。

・ジェネリック医薬品未切り替え者に対し、オーソライズドジェネリック医薬品
等の案内を送付し、ジェネリック医薬品への切替促進を促す。

・ジェネリック医薬品の使用割合が低い医療機関・薬局へ訪問のうえ、使用促進
依頼を行う。

・広報誌にジェネリック医薬品に関する記事を掲載。

戦略的保険者機能

令和２年度の下期の取り組み
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＜医療機関向けジェネリックカルテ＞



（５）インセンティブ制度の本格導入

戦略的保険者機能

ⅰ）[強]「健診受診率」「特定保健指導実施率」「ジェネリック医薬品の使用役割」等の向上に向けた
取り組みを推進する

ⅱ）加入者の行動変容につながるよう加入者や事業主への制度の周知広報を丁寧に行う

41

KPI設定なし

KPI

・「健診受診率」「特定保健指導実施率」「ジェネリック医薬品の使用割合」等
の向上に向けて、広報誌「協会けんぽからのお知らせ4月号、5月号、8月号、
9月号」、メルマガ（毎月22日頃配信）、「けんぽ委員だより4月号、7月号、
8月号、9月号、特別号」等で周知を行った。

・インセンティブ制度自体の周知を図るため、「社会保険あいち9月号」に掲載
した。

令和２年度の上期の実施状況



戦略的保険者機能
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・「健診受診率」「特定保健指導実施率」「ジェネリック医薬品の使用割合」等
の向上に向けて、広報誌「協会けんぽからのお知らせ」「けんぽ委員だより」
等で周知する。

・インセンティブ制度自体の周知のため、「協会けんぽからのお知らせ3月号」
に掲載およびホームページに案内ページを作成する。

令和２年度の下期の取り組み



（６）医療データの分析に基づく地域の医療提供体制等への働きかけ

・他の被用者保険者との連携を含めた地域医療構想調整会議（推進委員会）への
被用者保険者の参加率：100%

・「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果
的な意見発信

戦略的保険者機能

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

①地域医療構想調整会議
被用者保険参加率

100％ 100％（9月末） 100％

②「見える化」データベース
などを活用した意見発信

実施 実施 実施なし

ⅰ）協会の保有データや地域ごとの診療行為の分析ツール等を活用し、加入者の受診傾向や医療費動向
についての要因分析を行う

ⅱ）医療データ等の分析結果を踏まえ、加入者が必要とするサービスを適正に享受できる医療提供体制
となるよう、引き続き全区域の地域医療構想調整会議（推進委員会）に参画し、エビデンスに基づ
く意見発信を行うとともに、加入者や事業主等へも情報提供を行う

ⅲ）生活習慣病予防対策としての口腔ケアの効果について、コホート調査を引き続き実施する
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戦略的保険者機能

44

・厚生労働省が開催する各検討会等（医療計画の見直し等に関する検討会、地域
医療構想に関するワーキンググループ等）の議論を注視するとともに、県から
提出される病床機能報告等データや協会けんぽのレセプトデータを活用し、加
入者や事業主へ情報提供を行う。

・コホート調査の3年目に向け、各種データの紐づけ等を行い、引き続き愛知県
歯科医師会、及び愛知学院大学と連携し、分析を行う。

令和２年度の下期の取り組み

令和２年度の上期の実施状況

・県内の地域医療構想調整会議に被用者保険として参加し、各公立・公的医療機
関で独自に分析した病床機能データや入院患者の受療動向を踏まえた意見発信
を行った。

・コホート調査は、口腔ケアによる生活習慣病予防についての影響を明らかにす
るための3か年計画の事業であり、愛知県歯科医師会、及び愛知学院大学と連
携して行った。



（１）OJTを中心とした人材育成

設定なし

組織・運営体制の強化

KPI

ⅰ)「職場で育てる」組織風土と「自ら育つ」成長意欲を醸成するため、ＯＪＴを中心に各種研修
を効果的に組み合わせ、人材育成を行う

ⅱ)  [強]管理職のマネジメント力の向上を図り、目的・成果を常に意識した事業運営を行う
ⅲ）小集団業務改善活動により職員の自主的な行動を促し、人材育成の仕組みを定着させる

45

・OJT（新卒6ヵ月間）を実施。
・ハラスメント、個人情報保護、コンプライアンス、メンタルヘルス、安全衛生

について、感染防止の観点から、集合研修ではなくテキスト配布により実施。

令和２年度の上期の実施状況

・OJT（既卒3ヵ月間）実施予定。
・マネジメント研修、ビジネススキル研修（電話応対）について、今年度は企画

競争により、研修業者の企画書提案の中から選定し、実施予定。

令和２年度下期の取り組み



（２）費用対効果を踏まえたコスト削減等

一般競争入札に占める一者応札案件の割合を20％以下

組織・運営体制の強化

KPI

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度上期実績

一者応札案件割合 20％以下 0％（9月末） 15.4％

ⅰ）調達における競争性を高めるため、一者応札となった案件の応札条件等を必要に応じて見直し、一
者応札案件の減少に努める

ⅱ）倉庫の保管書類の整理を行い、コスト意識を持った在庫管理により経費の削減に努める
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・昨年度の入札辞退事業者のヒアリング結果をもとに、公告期間の確保、入札
対象地域の拡大を図った。

・新規事業者への声掛け、仕様書等の見直しの実施。

令和２年度の上期の実施状況

・0％を維持できていることから、引き続き、新規事業者への声掛け、仕様書等
の見直しを継続。

・入札に一定の参加条件を導入し、事業者水準の維持向上を図る。

令和２年度下期の取り組み



（３）コンプライアンスの徹底

組織・運営体制の強化

コンプライアンスを遵守し、加入者や事業主から信頼される事業運営を行う
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設定なし

KPI

・自主点検の定期実施（5月）
・コンプライアンス委員会を開催した。

6/24：自主点検結果から、要改善事項の改善
9/3  ：内部監査結果から、機密性区分の格付け明示のチェック実施

令和２年度の上期の実施状況

・自主点検の定期実施（11月）
・コンプライアンス委員会の実施（12月）

令和２年度下期の取り組み



（４）リスク管理

組織・運営体制の強化

情報セキュリティ規程に基づく適切な管理運営により、加入者情報を厳格に取り扱い、リ
スク管理の徹底を図る
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設定なし

KPI

・自主点検の定期実施（5月）
・コンプライアンス委員会を開催した。

6/24：自主点検結果から、要改善事項の改善
・グループ間の相互チェックとして、情報セキュリティチェックを毎月実施

令和２年度の上期の実施状況

・自主点検の定期実施（11月）
・コンプライアンス委員会の実施（12月）

令和２年度下期の取り組み


